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提 出 議 案 説 明 書 

 

第３５８回矢板市議会定例会に提出いたしました議案について、提案の理由を御

説明申し上げます。 

今回の定例会に提出いたしました議案は、補正予算５件、決算の認定８件、条例

の制定２件、条例の一部改正３件、人事案件３件、その他２件の計２３件でありま

す。 

 

議案第１号 令和元年度矢板市一般会計補正予算（第３号）については、歳入歳

出にそれぞれ４億４，７９０万円を追加計上し、予算総額を１４８億１，２６０万

円に補正しようとするものであります。 

以下、その概要につきまして、歳出からご説明申し上げます。 

総務費におきましては、財政管理費、庁舎管理整備費、財産管理費、企画調整費

及び賦課徴収費に係る経費を追加計上いたしました。 

民生費におきましては、社会福祉総務費、児童福祉対策事業、児童措置費等に係

る経費を追加計上し、国民健康保険特別会計繰出金及び介護保険特別会計繰出金に

係る経費を減額いたしました。 

農林水産業費におきましては、畜産振興事業、農業経営基盤強化促進対策事業、

日本型直接支払事業及び新山村振興対策事業に係る経費を追加計上いたしました。 

商工費におきましては、商業振興費及び観光施設費に係る経費を追加計上いたし

ました。 

土木費におきましては、市道維持管理費、市道舗装修繕費、認定外道路整備事業、

河川維持事業、都市計画事業推進費及び市営住宅整備事業に係る経費を追加計上い

たしました。 
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消防費におきましては、防災活動推進事業に係る経費を追加計上いたしました。 

教育費におきましては、小中学校一般管理費、小中学校施設大規模改修事業、社

会教育振興費、文化財保護費及び公民館費に係る経費を追加計上し、少年指導セン

ター費に係る経費を減額いたしました。 

また、職員給与費等につきましても、４月の人事異動による過不足の調整を行い

ました。 

以上が歳出補正予算の概要でありますが、これらに係る財源につきましては、国

庫支出金、県支出金、繰越金、諸収入、市債及び環境性能割交付金を追加計上し、

繰入金を減額いたしました。 

あわせまして、地方債につきましても、所要の補正をしようとするものでありま

す。 

 

議案第２号 令和元年度矢板市介護保険特別会計補正予算（第１号）については、

歳入歳出にそれぞれ８，４４２万円を追加計上し、予算総額を３２億１，１９２万

円に補正しようとするものであります。 

歳入には、支払基金交付金及び繰越金を追加計上し、介護保険料、国庫支出金、

県支出金及び繰入金を減額いたしまして、歳出には、総務費及び基金積立金を追加

計上し、地域支援事業費を減額いたしました。 

 

議案第３号 令和元年度矢板市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）につい

ては、歳入歳出にそれぞれ２，００６万４千円を追加計上し、予算総額を３７億 

２，１９６万４千円に補正しようとするものであります。 

歳入には、繰越金及び諸収入を追加計上し、繰入金を減額いたしまして、歳出に

は、保健事業費及び諸支出金を追加計上し、総務費を減額いたしました。 
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議案第４号 令和元年度矢板市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）につ

いては、歳入歳出からそれぞれ６４２万７千円を減額し、予算総額を７億 

３，９９７万３千円に補正しようとするものであります。 

歳入には、繰入金を減額いたしまして、歳出には、下水道管理費を減額いたしま

した。 

 

議案第５号 令和元年度矢板市水道事業会計補正予算（第１号）については、収

益的収入及び支出における支出において、営業費用を３７０万円増額し、水道事業

費用総額を６億７，７７０万円に、資本的収入及び支出における支出において、建

設改良費を６０万円増額し、資本的支出総額を５億１，７６０万円に補正しようと

するものであります。 

 

議案第６号から議案第１３号までの８議案については、平成３０年度の一般会計

及び各特別会計の歳入歳出決算並びに水道事業会計の決算の認定についてであり、

法の定めるところにより、監査委員の意見を付けて、それぞれ議会の認定に付する

ものであります。 

 

 

              参 考  地方自治法（抜すい） 

    （決算） 

   第２３３条 第１項及び第２項省略 

   ３ 普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監 

査委員の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなけれ 

ばならない。 

   ４ 省略 

   ５ 普通地方公共団体の長は、第３項の規定により決算を議会の認定に付するに当 

たつては、当該決算に係る会計年度における主要な施策の成果を説明する書類そ 
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の他政令で定める書類を併せて提出しなければならない。 

    以下省略 

 

参 考  地方公営企業法（抜すい） 

    （決算） 

   第３０条 第１項から第３項まで省略 

   ４ 地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を、監 

査委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後において 

最初に招集される定例会である議会の認定（カッコ内省略）に付さなければなら 

ない。 

    以下省略 

 

 

議案第１４号 矢板市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定

について及び議案第１５号 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の

施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定については、地方公務員法及び地方

自治法の一部を改正する法律が公布されたことに伴い、所要の整備を行うため、新

たに条例を制定するものであります。 

 

議案第１６号 矢板市印鑑条例の一部改正については、住民基本台帳法施行令等

の一部を改正する政令等の施行に伴い、所要の整備を行うため、条例の一部を改正

するものであります。 

 

議案第１７号 矢板市市税条例の一部改正については、地方税法等の一部を改正

する法律等が公布されたことに伴い、所要の整備を行うため、条例の一部を改正す

るものであります。 

 

議案第１８号 矢板市水道事業給水条例の一部改正については、水道法の一部を
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改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令が施行される

ことに伴い、所要の整備を行うため、条例の一部を改正するものであります。 

 

議案第１９号 教育委員会教育長の任命同意については、本市教育委員会教育

長であります村上雅之氏が、令和元年９月３０日をもって任期が満了となります

が、後任の教育長に同氏を再任することを最も適当と認め、その任命について、

法の定めるところにより、議会の同意を求めるものであります。 

 

 

参 考  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜すい） 

（任命） 

   第４条 教育長は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔 

で、教育行政に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会 

の同意を得て、任命する。 

以下省略 

 

 

議案第２０号 教育委員会委員の任命同意については、本市教育委員会委員で

あります矢板秀臣氏が、令和元年９月３０日をもって任期が満了になりますので、

後任の委員に、 、宮本福德氏を任命することを最も適当と

認め、その任命について、法の定めるところにより、議会の同意を求めるものであ

ります。 

 

 

参 考  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜すい） 

（任命） 

   第４条 第１項省略 

２ 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、 

学術及び文化に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の 
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同意を得て、任命する。 

以下省略 

 

 

議案第２１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについては、

本市人権擁護委員であります平山和博氏が、令和元年１２月３１日をもって任期

が満了となりますので、後任の委員に、 、齋藤兆正氏

をその候補者として推薦することを最も適当と認め、法の定めるところにより、

議会の意見を求めるものであります。 

 

 

参 考  人権擁護委員法（抜すい） 

（委員の推薦及び委嘱） 

第６条 人権擁護委員は、法務大臣が委嘱する。 

第２項省略 

３ 市町村長は、法務大臣に対し、当該市町村の議会の議員の選挙権を有する住 

 民で、人格識見高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある社 

会事業家、教育者、報道新聞の業務に携わる者等及び弁護士会その他婦人、労 

働者、青年等の団体であつて直接間接に人権の擁護を目的とし、又はこれを支 

持する団体の構成員の中から、その市町村の議会の意見を聞いて、人権擁護委 

員の候補者を推薦しなければならない。 

以下省略 

 

 

議案第２２号 工事請負契約の締結については、矢板市デジタル防災行政無線

（移動系）新設工事を実施するため、契約を締結することについて、条例の定める

ところにより、議会の議決を求めるものであります。 

 

 

参 考 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

（抜すい） 
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    （議会の議決に付すべき契約） 

   第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定によ 

り議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１５，０００万円以上の 

工事又は製造の請負とする。 

 

 

参 考  地方自治法（抜すい） 

    （議決事件） 

   第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。 

    第１号から第４号まで省略 

    ⑸ その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める契約を締結 

すること。 

    以下省略 

 

 

議案第２３号 平成３０年度矢板市水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

ては、平成３０年度矢板市水道事業会計の利益剰余金の処分を行うにあたり、地方

公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、議会の議決を求めるものであります。 

 

 

参 考  地方公営企業法（抜すい） 

    （剰余金の処分等） 

   第３２条 第１項省略 

２ 毎事業年度生じた利益の処分は、前項の規定による場合を除くほか、条例の定 

めるところにより、又は議会の議決を経て、行わなければならない。 

    以下省略 

 

 

以上が、本定例会に提出いたしました議案の概要であります。 

何とぞ慎重ご審議のうえ、議決されますようお願いいたします。 
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